
【様式第1号】

（令和7年03月31日現在）
BS

科　目 金額 科　目 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 5,956,074,884 固定負債 2,266,130,945
有形固定資産 5,579,900,483 地方債 　 2,266,130,945

事業用資産 5,569,636,679 長期未払金 0
土地 2,413,710,395 退職手当引当金 0
建物 3,393,547,667 損失補償等引当金 0
建物減価償却累計額 △ 852,244,272 その他 0
工作物 4,052,753,605 流動負債 233,252,758
工作物減価償却累計額 △ 3,438,130,716 1年内償還予定地方債 231,089,409
建設仮勘定 0 未払金 0

物品 24,196,306 未払費用 0
物品減価償却累計額 △ 13,932,502 前受金 0

無形固定資産 2,433,212 前受収益 0
ソフトウェア 2,433,212 賞与等引当金 2,163,349

投資その他の資産 373,741,189 預り金 0
基金 373,741,189 その他 0

その他 373,741,189

負　債　合　計 2,499,383,703
流動資産 97,358,802 【純資産の部】

現金預金 27,185,322 固定資産等形成分 6,026,248,364
未収金 0 余剰分（不足分） △ 2,472,198,381
基金 70,173,480

財政調整基金 70,173,480
純　資　産　合　計 3,554,049,983

資　産　合　計 6,053,433,686 負債及び純資産合計 6,053,433,686

貸　借　対　照　表



【様式第2号】

自　令和06年04月01日

至　令和07年03月31日

PL （単位：円）

科　　目 金　額

　経常費用 646,925,801

　　業務費用 596,078,952

　　　人件費 25,074,737

　　　　職員給与費 22,479,669

　　　　賞与等引当金繰入額 2,163,349

　　　　退職手当引当金繰入額 0

　　　　その他 431,719

　　　物件費等 565,213,688

　　　　物件費 317,664,698

　　　　維持補修費 77,123,972

　　　　減価償却費 169,226,139

　　　　その他 1,198,879

　　　その他の業務費用 5,790,527

　　　　支払利息 5,790,527

　　　　徴収不能引当金繰入額 0

　　　　その他 0

　　移転費用 50,846,849

　　　補助金等 50,821,649

　　　社会保障給付 0

　　　他会計への繰出金 0

　　　その他 25,200

　経常収益 70,668,786

　　使用料及び手数料 59,799,000

　　その他 10,869,786

純経常行政コスト △ 576,257,015

　臨時損失 0

　　災害復旧事業費 0

　　資産除売却損 0

　　投資損失引当金繰入額 0

　　損失補償等引当金繰入額 0

　　その他 0

　臨時利益 0

　　資産売却益 0

　　その他 0

純臨時行政コスト 0

純行政コスト △ 576,257,015

行政コスト計算書



【様式第3号】

自　令和06年04月01日

至　令和07年03月31日

NW （単位：円）

科目 合計 固定資産 余剰分

等形成分 （不足分）

前年度末純資産残高 3,395,175,021 6,087,967,052 △ 2,692,792,031

　純行政コスト（△） △ 576,257,015 △ 576,257,015

　財源 735,131,977 735,131,977

　　税収等 735,131,977 735,131,977

　　国県等補助金 0 0

　本年度差額 158,874,962 158,874,962

　固定資産等の変動（内部変動） △ 61,718,688 61,718,688

　　有形固定資産等の増加 51,541,016 △ 51,541,016

　　有形固定資産等の減少 △ 169,226,139 169,226,139

　　貸付金・基金等の増加 55,966,435 △ 55,966,435

　　貸付金・基金等の減少 0 0

　資産評価差額 0 0

　無償所管換等 0 0

　その他 0 0 0

　本年度純資産変動額 158,874,962 △ 61,718,688 220,593,650

本年度末純資産残高 3,554,049,983 6,026,248,364 △ 2,472,198,381

純資産変動計算書



【様式第4号】

自　令和06年04月01日
至　令和07年03月31日

CF （単位：円）
科目 金額

【業務活動収支】
　業務支出 477,556,093
　　業務費用支出 426,709,244
　　　人件費支出 24,931,168
　　　物件費等支出 395,987,549
　　　支払利息支出 5,790,527
　　　その他の支出 0
　　移転費用支出 50,846,849
　　　補助金等支出 50,821,649
　　　社会保障給付支出 0
　　　他会計への繰出支出 0
　　　その他の支出 25,200
　業務収入 805,800,763
　　税収等収入 735,131,977
　　国県等補助金収入 0
　　使用料及び手数料収入 59,799,000
　　その他の収入 10,869,786

　臨時支出 0
　　災害復旧事業費支出 0
　　その他の支出 0
　臨時収入 0

業務活動収支 328,244,670
【投資活動収支】
　投資活動支出 107,507,451
　　公共施設等整備費支出 51,541,016
　　基金積立金支出 55,966,435
　　投資及び出資金支出 0
　　貸付金支出 0
　　その他の支出 0
　投資活動収入 0
　　国県等補助金収入 0
　　基金取崩収入 0
　　貸付金元金回収収入 0
　　資産売却収入 0
　　その他の収入 0

投資活動収支 △ 107,507,451
【財務活動収支】
　財務活動支出 230,588,297
　　地方債償還支出 230,588,297
　　その他の支出 0
　財務活動収入 0
　　地方債発行収入 0
　　その他の収入 0

財務活動収支 △ 230,588,297
本年度資金収支額 △ 9,851,078
前年度末資金残高 37,036,400
本年度末資金残高 27,185,322

前年度末歳計外現金残高 0
本年度歳計外現金増減額 0
本年度末歳計外現金残高 0
本年度末現金預金残高 27,185,322

資金収支計算書



注記 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

原則として取得原価により計上し、取得原価が不明なものは、原則として再調達価格とします。ま

た、物品は、地方自治法第２３９条第１項に規定するもので、取得価格が５０万円（美術品は３００

万円）以上の場合に、その取得価格を資産として計上しています。 

 

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法 

ア 市場価格のある有価証券等 

なし 

イ 市場価格がない有価証券等 

なし 

 

（３）有形固定資産等の減価償却の方法 

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に定める耐用年数に基づき、定額法により算定してい

ます。 

 

（４）引当金の計上基準及び算定方法 

ア 徴収不能引当金 

なし 

イ 賞与等引当金 

職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、財務諸表作成基準日におい

て発生していると認められる金額を計上しています。 

ウ 退職手当引当金 

なし 

 

（５）リース取引の処理方法 

なし 

 

（６）資金収支計算書における資金の範囲 

地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。 

 

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

ア 会計間の相殺消去 

なし 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

税込方式によっています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 



（１）会計方針の変更 

なし 

 

（２）表示方法の変更 

なし 

 

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更 

なし 

 

３ 重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

なし 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

なし 

 

（３）地方財政制度の大幅な改正 

なし 

 

（４）重大な災害等の発生 

なし 

 

４ 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

なし 

 

（２）組織・機構の大幅な変更 

なし 

 

５ 追加情報 

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

ア 対象範囲（対象とする会計名） 

一般会計 

イ 地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

  ウ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

なし 

  エ 過年度修正等に関する事項 

    なし 



 

（２）貸借対照表に係る事項 

ア 売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲 

なし 

イ 減債基金に係る積立不足の有無及び不足額 

なし 

ウ 基金借入金 

なし 

  エ 地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上したリース債務金額 

なし 

 

（３）行政コスト計算書に係る事項 

    なし 

 

（４）純資産変動計算書に係る事項 

  ア 固定資産等形成分 

    固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

  イ 余剰分（不足分） 

    純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

（５）資金収支計算書に係る事項 

  ア 基礎的財政収支 

    ２２６，５２７，７４６円   

  イ 一時借入金 

    なし 

  ウ 重要な非資金取引 

    なし 


